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Ⅰ  事案の概要  
最高裁が前提とする事実関係は次のとおりである。  
（１）A 及び B（以下「A ら」という。）は、被害者に対し暴行を加えることを
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のうちに共謀を遂げた。   


























3 第一審（東京地判平成 31 年３月 26 日公刊物未登載）の判断については脱稿までに閲覧不
可能であった。原判決から読み取られる第一審と原判決との相違は、左大腿部刺創について
も第一審は 207 条の適用を行っている点であるが、これは第一審が、同傷害の原因行為が被
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者について刑法 207 条を適用することはできない」として、被告人が上告した。 
最高裁は、被告人の主張は刑訴法 405 条の上告理由に当たらないとしつつ、職


















害について、207 条による被告人への結果帰属を肯定している）。  
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Ⅲ  研究 4 























4 本稿脱稿時点で公刊されていた評釈としては、前田雅英「判批」捜査研究 69 巻 12 号
（2020 年）２頁、和田俊憲「判批」法学教室 484 号（2021 年）131 頁、北原直樹「判批」
研修 871 号（2021 年）17 頁がある。  
5 もっとも、平成 24 年決定は「事前共謀との同価値性という視点から先行する結果も含め
て承継的に責任を負わせる議論を排斥したわけではない」とする（もっとも、事前共謀との
同価値性が認められる範囲は限定的とする）ものとして、樋口亮介「承継的共同正犯」法律
時報 92 巻 12 号（2020 年）39-40 頁（さらに、和田俊憲「承継的共犯」刑法雑誌 60 巻１・
２・３号（2021 年）58,61 頁も参照）。この理解によれば、本事案は事前共謀との同価値性
も認められなかった一事例という意味も有することになろう。  
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方）はいかなるものかという問題（四）を、順に検討する 8。  
 
二  先例の状況の確認  
１．平成 24 年決定及び平成 28 年決定との関係  


















7 例外として、伊藤渉ほか『アクチュアル刑法各論』（弘文堂、2007 年）47-48 頁［島田聡
一郎］、西田典之ほか編『注釈刑法総論§§１~72』（有斐閣、2010 年）858 頁［島田聡一
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行によるものかが、証拠上必ずしも明らかではな」いとされている（刑集 66 巻 11 号 1317-
1318 頁）。多数の傷害のうち一部については、重篤化に留まらず、発生自体を引き起こした
ものもある可能性がある、ということと思われる。  
10 松尾誠紀「事後的な関与と傷害結果の帰責」法と政治  64 巻１号（2013 年）26 頁注 34。  
11 金子博「判批」近畿大学法学 64 巻２号（2016 年）84 頁注 16 参照。  
12 池田修＝杉田宗久編『新実例刑法総論』（青林書院、2014 年）355 頁〔芦澤政治〕、豊田
兼彦「暴行への途中関与と刑法 207 条」井田良ほか編『浅田和茂先生古稀祝賀論文集［上
巻］』（成文堂、2016 年）679 頁。  
13 石田寿一「判解」最判解刑事篇平成 24 年度 460 頁、橋爪隆『刑法総論の悩みどころ』
（有斐閣、2020 年）389 頁注 34。  
14 小林憲太郎「判批」判時 2323 号（2017 年）175 頁。  
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207 条の適用の可否に関しては何らの示唆も示していないと捉えておくのが妥当
であり、より一般的な理解であったと思われる。  
（二）平成 28 年決定との関係  
もう一つ、今度は逆に、途中共謀加担事例への 207 条の適用につき肯定的な方
向性を示したものと一部で評価された判例もあり、それは最決平成 28 年３月 24
日刑集 70 巻３号１頁（以下、「平成 28 年決定」とする。）である。同事案は単純





















い最高裁はこの 207 条の趣旨を軽視しているとして、平成 28 年決定を批判的に




15 橋爪隆「同時傷害の特例について」法学教室 446 号（2017 年）121 頁、安田拓人「同時
傷害の特例の存在根拠とその適用範囲について」井田良ほか編『山中敬一先生古稀祝賀論文
集［下巻］』（成文堂、2017 年）83 頁参照。  
16 安田拓人「判批」法学教室 430 号（2016 年）150 頁、同・前掲注 15・98 頁。  
17 前田雅英『刑法各論講義［第７版］』（東京大学出版会、2020 年）33 頁、同「判批」捜査
研究 65 巻９号（2016 年）61 頁、同・前掲注 4・6,7,９頁。  
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いとみる余地も十分にあった 18。  
以上より、途中共謀加担事例について 207 条の適用が可能であるかについての
最高裁の判断は、少なくとも明示的には 19これまで存在しなかったといえる。  
２．下級審裁判例の状況  
これに対して、下級審裁判例に目を転じると、途中共謀加担事例について 207
条の適用を認めるものが多数存在する 20。  
（一）大阪高裁昭和 62 年判決  
著名なものとしては、まず、途中共謀加担事例について 207 条の適用を認めた
わけではないものの、その適用可能性につき興味深い指摘をしていた大阪高判昭










18 橋爪・前掲注 15・121-122,125 頁、豊田・前掲注 12・680 頁。  
19 もっとも、令和２年決定を踏まえて平成 28 年決定を現在の目から見れば、途中共謀加担
事例について 207 条の適用を可能とする方向性がすでに示唆されていたとみることは可能か













20 石田・前掲注 13・460 頁は、消極に解した裁判例は見当たらないとする。直後で述べる
ように、大阪高裁昭和 62 年判決も消極に解したものと評価すべきではない。  
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示し、最終的には訴因変更がなされていないことを理由に 207 条による帰属の検
































22 西田ほか・前掲注 7・859 頁［島田］、伊藤ほか・前掲注 7・48 頁［島田］、高橋則夫「承
継的共同正犯について」井田良ほか編『川端博先生古稀記念論文集［上巻］』（成文堂、 2014
年）566 頁。  
23 この点を指摘するものとして、神戸地判平成 15 年３月 20 日 LEX/DB 28095281、神戸地
判平成 15 年７月 17 日 LEX/DB 28095309、仙台地判平成 25 年１月 29 日 LLI/DB 
06850125、東京高決平成 27 年 11 月 10 日東高刑時報 66 巻１～12 号 103 頁がある。  
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が生じたのか不明であるという点で、「その傷害を生じさせた者を知ることがで
きないとき」に当たるとの形式（以下、「時系列分断形式」と呼ぶことがある。）
をとり 24、途中共謀加担事例について 207 条の適用を認めているといえる。  
令和２年決定の分析との関係で特に興味を引くものとして、東京高決平成 27 年


























24 この点を指摘するものとして、前掲注 23 で挙げた諸裁判例に加え、横浜地判平成 22 年
４月 26 日 LLI/DB 06550310 がある。さらに、共犯関係の解消の事例についてであるが、名
古屋高判平成 14 年８月 29 日判時 1831 号 158 頁も同様である。  
25 それに対して、大阪地裁平成９年判決や前掲注 23 及び 24 で紹介したその他の裁判例
は、必ずしも明瞭ではないものの、途中共謀加担した者も、問題となる暴行を自ら行ってい
るといえるように思われる。  
26 たとえば、細谷泰暢「判解」最判解刑事篇平成 28 年度 29-31 頁、橋爪隆「同時傷害の特
例の適用について」警察学論集 72 巻 12 号（2019 年）185-186 頁において紹介されている
が、本件少年が問題となる実行行為を行っていない点についての判断には特に言及がない。  
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以下、順に検討する 27。  
 
















27 なお、以下の議論は、共犯関係の解消の場合（たとえば、前掲注 24・名古屋高判平成 14
年８月 29 日）にも援用可能であろう。これに対して、辰井聡子「同時傷害の特例につい








28 西田典之＝橋爪隆『刑法各論［第７版］』（弘文堂、2018 年）50 頁、中森喜彦『刑法各論
［第４版］』（有斐閣、2015 年）19 頁、井田良『講義刑法学・総論［第２版］』（有斐閣、
2018 年）520 頁、高橋則夫『刑法各論［第３版］』（成文堂、2018 年）60-61 頁、松原芳博
『刑法各論』（日本評論社、2016 年）63-64 頁など。さらに、安田・前掲注 15・92-93 頁、
豊田・前掲注 12・678-679 頁。  
29 小林憲太郎「暴行・傷害罪の周辺」判例時報 2405 号（2019 年）117 頁。  
30 橋爪・前掲注 15・125 頁参照。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 





























31 山口厚『刑法各論［第２版］』（有斐閣、2011 年）51-52 頁、橋爪・前掲注 15・125-126
頁、伊東研祐『刑法講義各論』（日本評論社、2011 年）42 頁。ほかにも、林幹人『刑法各論
［第２版］』（東京大学出版会、2007 年）57 頁や前田・前掲注 17・32-33 頁も適用肯定説と
いえるが、均衡論のみに言及し、時系列分断形式には言及していない。逆に、均衡論に疑問
を示しつつも、時系列分断形式の採用により適用肯定説を支持するのは、小林・前掲注
29・117 頁。  
32 長井長信「同時傷害の特例について」寺崎嘉博ほか編『激動期の刑事法学―能勢弘之先生
追悼論集』（信山社、2003 年）427 頁、照沼亮介「同時傷害罪に関する近時の裁判例」上智
法学論集 59 巻３号（2016 年）93 頁以下、豊田・前掲注 12・678₋679 頁。適用肯定説から
であるが、小林・前掲注 29・117 頁も参照。  
33 中森・前掲注 28・19 頁、安田・前掲注 15・92-93 頁。  
34 時系列分断形式への批判については、四で取り上げることとする。  
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あり  なし  
あり  
〔① -問題となる暴行あり  
・途中共謀あり型〕  




〔② -問題となる暴行あり  
・途中共謀なし型〕  
（207 条の典型的適用事例） 
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共謀なし型〕という図式は成り立っているといえよう 38。  
問題となり得るのは、おそらく均衡論に否定的な論者が主として批判の対象と
して想定する場面と思われる、③既に問題となる暴行を行っていた先行者 A・B
に X が途中加担したものの問題となる暴行をしていない場合 39（以下、〔③-問題
となる暴行なし・途中共謀あり型〕とする。）である 40。この場合には、特に X が
いかなる暴行もしていない場合がわかりやすいが、X の単独犯としての行為の違
法性はなく、X の行為の違法性は A・B の行ったことへの（正犯と評価されると
はいえ）間接的なものに留まるため、〔②-問題となる暴行あり・途中共謀なし型〕
という 207 条適用の最も典型的な事例における X より行為の違法性の程度が低
い場面が想定し得る。もちろん、たとえば X が A・B の問題となる暴行が当たり



















37 期待可能性等の問題は、結果を帰属させた後に、責任レベルで調整すればよい。  
38 従来均衡論を主張する論者は、おそらくこの比較を念頭に置いていたと思われる。たとえ
ば、橋爪・前掲注 15・125₋126 頁参照。  
39 別種の軽微な暴行を行うに留まる場合や全く暴行を行わない共謀共同正犯類型の場合。  
40 長井・前掲注 32・427 頁。  
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し・途中共謀あり型〕と④先行者 A による問題となる暴行と、A とは共謀関係に
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せいぜい 207 条が果たす重要な機能の一つであるに留まり、207 条の趣旨は、こ
 
41 この点は後述（三）参照。  
42 たとえば、山口・前掲注 31・51-52 頁、橋爪・前掲注 15・125-126 頁、伊東・前掲注
31・42 頁からはそのような印象を受ける。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 






































46 山口・前掲注 31・50 頁は立法論としては廃止が望ましいとする。橋爪・前掲注 15・118
頁も参照。さらに、適用肯定説を支持しつつも、そのことを、207 条にいわば司法に対する
罪としての性格も備えさせることで利益原則の例外ではないと再構成すること等を通じて緻
密に論証するものとして、樋口亮介「同時傷害の特例（刑法 207 条）」研修 809 号（2015
年）８ -10,18 頁。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 







































48 橋爪・前掲注 15・126 頁。安田・前掲注 15・92 頁も参照。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 



































49 安田・前掲注 15・92 頁。  
50 同様の趣旨が窺えるものとして、小林・前掲注 29・117 頁。  
51 山口厚『新判例から見た刑法［第３版］』（有斐閣、2015 年）125 頁参照。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 








京高裁平成 27 年決定及び令和２年決定の原判決であったといえる。  
また、古い判例であるが、〔④-問題となる暴行なし・途中共謀なし型〕といえ
る事案において、問題となる暴行を担当していない被告人につき、207 条の適用



















らかにする必要がある 53。  
 








東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 














たる X 等の行為に付ては刑法 207 条を適用し共犯の例により同法 204 条に問擬
すべきが故に被告人は自ら暴行を為さずと雖尚前叙の理由に依りこれら実行者と
同様同条を適用処断すべきものとす」としている。刑集に挙げられた判決要旨 55
からもわかるとおり、ここで 207 条が直接的に適用されるのは、X 等実行担当者
の行為についてであり、それにより X 等には 204 条の傷害罪が成立し、被告人は





















害したるとき乙に対し刑法 207 条を適用し同 204 条をもって処断すべき場合に在りては甲に
対し同法第 60 条第 204 条第 207 条を適用処断すべきものとす」。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 
      (坂下 陽輔)    102 
同正犯としての暴行」というものを 207 条にいう「暴行」として把握しているこ
とから明らかなように、207 条を適用する前提として、あらかじめ（208 条と）




















行っていた先行者 A に X が途中共謀加担したものの、共謀加担後に実際に問題と
なる暴行を担当したのは A であったという場合、従来の下級審裁判例の適用の仕









56 207 条の文言が「二人以上」による暴行を要求している（207 条の趣旨を述べる際の平成
28 年決定および令和２年決定の説示も「二人以上」による暴行の存在を前提としている）
ことにも反しているといえよう。  
57 金子・前掲注 11・80 頁注 12。豊田・前掲注 12・679 頁も参照。   
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 





切り分けて 207 条を適用するとの理解を示したものと理解できる 59。  
（c）別の適用の在り方の可能性  
もっとも、以上の議論は、207 条の適用の前提として 60 条を適用し、かつ「者」
を実質的に「暴行」と読み替えるような適用順序・方法を否定したに過ぎず、問





問題となる暴行なし・途中共謀なし型〕の場合について、A と B は問題となる暴
行を加えているので、A と B につき 207 条の適用が可能であり、その効果として
B に傷害結果が帰属する、そして X はその B と当該問題となる暴行全体につき共
謀をしているため、60 条・208 条により暴行の共同正犯となり、その共同正犯者














傷害の特例（刑法 207 条）の解釈論的問題（上）」早稲田大学法務研究論叢３号（2018 年）
14-16 頁参照。  
59 この点につき、和田・前掲注 4・131 頁。  








61 もっとも、A や B には共犯規定により当然に結果が帰属するため、207 条の適用は不必要
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 










先行者 A が暴行をし、続いて B と X が共謀加担し、X は羽交い絞めにしていただ
けであり、問題となる暴行を担当したのは A・B のみであったという場合 62であれ
ば、A と B につき 207 条を適用し、それにより B の問題となる暴行に結果は帰属
し、その B の問題となる暴行全体につき B と X が共謀していることは確かであ





















62 ほかにも、A と B が共謀に基づき第一暴行をし、X が途中関与をしたが、第一暴行をした







注 4・24-25 頁はこのような趣旨とも受け取れようか。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 





























ものとするのが多数の理解であり 67、平成 28 年決定もその理解を示しているとい
 







66 前掲注 1 の研究会においては、そのような理解が多数であった印象である。  
67 中森・前掲注 28・18 頁、西田＝橋爪・前掲注 28・48 頁、山口・前掲注 31・49-50 頁、
井田良『講義刑法学・各論［第２版］』（有斐閣、2020 年）67 頁等。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 


























閣、2013 年）151 頁を参照。  
69 和田・前掲注 4・131 頁。  
















11-14 頁）。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 













それは妥当か、との異論も考えられる。すなわち、A と B が共謀なく問題となる
暴行をしたが、実は B は X から当該行為を強制されており、X に間接正犯が成立




という点に鑑みると、やや躊躇が残るかもしれない 73。  







73 なお、このような場合に、207 条を A と B につき適用する（そして B の行為に結果帰属
したということを援用して X の間接正犯を論じる）のか、A と X につき適用するのか、とい
うことは議論になり得るが、差し当たり、B への帰属と X への帰属は二者択一になるとの通
常の理解を前提に、後者の理解を採用しておく（錯誤支配の場合は二者択一となることは明
らかであろう。また、強制支配の場合、B が責任阻却される場合に X が間接正犯になり得、
B が責任阻却されずに責任減少に留まる場合には X は共犯に留まる、というのが通常の理解
であろう。もっとも、異なる理解として佐伯仁志「原因において自由な行為  コメント②」
山口厚ほか『理論刑法学の最前線』（岩波書店、2001 年）164-168 頁。それに対する批判と
して、島田聡一郎『正犯・共犯の基礎理論』（東京大学出版会、2002 年）320 頁注 235 も参
照）。  
もっとも、B は責任が阻却されるのみであり、暴行の構成要件該当性は認められているた
め、B の存在を外して検討することには違和感もあり、かといって A と B と X につき直接






東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 

















ば A が暴行後、A との共謀なく B・X が共謀に基づく暴行をした（X は羽交い絞
めのみ）という場合に、やはり B・X の暴行の方が危険であるとすれば、B の行
為の違法性の程度が最も高いことはわかるかもしれないが、A と X でいずれの行






強度な客観的帰属が認められる可能性のある者は A、結果が発生したのが B の暴
行を原因としていると仮定すれば、最も強度な客観的帰属が認められる可能性の








性は、やはり〔④ -問題となる暴行なし・途中共謀なし型〕における X のそれとは相違がな
く、〔② -問題となる暴行あり・途中共謀なし型〕における X のそれよりも低いとも必ずしも
言えない。  
76 いずれの仮説においても、X は二番手以下である。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 
      (坂下 陽輔)    109 
は最も強度な客観的帰属が認められる可能性はないので、〔③-問題となる暴行な
し・途中共謀あり型〕・〔④-問題となる暴行なし・途中共謀なし型〕にはいずれも














77 この理解でも、やはり間接正犯事例への適用の余地は残り得る。  
78 さらに気になり得るのは、判例が 207 条の規定を傷害致死罪との関係でも援用可能であ






























東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 




































合に、X より、B は実は問題となる暴行をすでにしていた先行者であり、自らは B のすべて
の暴行につき共謀していたとは言えないという主張が出てくることはあり得る。この場合に





82 不均衡を完全になくすには、結局のところ、 207 条を削除するほかなかろう。  
東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 








































東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 



























れない限り、遡って三における適用否定説になお説得力が残ることになろう 84。  
 
【追記】  
本稿脱稿後、校正段階で、内藤恵美子「判解」ジュリスト 1555 号（2021 年）
109 頁と、水落伸介「同時傷害の特例（刑法 207 条）の限定解釈に関する一試論」
 
84 なお、三における適用否定説を採用した場合、〔③ -問題となる暴行なし・途中共謀あり





東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
他の者が先行して被害者に暴行を加え、これと同一の機会に、後行者が途中から共謀加担したが、被害者の負った傷害が共謀
成立後の暴行により生じたとは認められない場合における、刑法 207条の適用の可否及び適用範囲あるいはその在り方 
      (坂下 陽輔)    113 
法政理論 53 号２号（2021 年）１頁、松原芳博『刑法各論［第 2 版］』（日本評論
社、2021 年）60-61,64-65 頁に接した。  
 
































東北ローレビュー Vol.9 (2021. March) 
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松原・前掲 61,65 頁は、207 条の適用に付加型実行共同正犯の外形を要求する
見解から、問題となる暴行を行った者についてのみ 207 条の適用を行うとの帰結
は積極的に評価可能であるとされる。松原教授は、途中共謀加担事例については






挙げた具体例によれば）A と B について（207 条の直接適用により）意思連絡の
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